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は   し   が   き 
 

 

 

 

 年々、中小企業を取り巻く雇用・労働環境は大きく変化しております。 

 このことから、本会では全国中小企業団体中央会と協力し、県下中小企業の労働事情につい

てその実態を的確に把握し、中小企業の労働対策へのより有効な事業を模索することを目的に、

県内１，３００事業所を対象に「中小企業労働事情実態調査」を実施いたしました。 

 本年度は、経営状況、従業員の労働時間、新規学卒者の雇用、賃金改定等の従来からの調査

項目に加え、パートタイム労働者の活用状況、高年齢者の継続雇用に関する項目についても調

査を行いました。 

 この報告書が、県内各組合・組合員企業の皆様における労働対策にご活用頂ければ幸いに存

じます。 

 最後に、本調査の実施にあたりまして、格別のご協力を頂いた関係組合、調査対象事業所の

皆様には厚くお礼申し上げるとともに、今後とも一層のご協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

 

  平成１８年２月 

 

                                                    岐阜県中小企業団体中央会 
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Ⅰ． 調  査  要  領 

 

１．調査目的 

      この調査は、岐阜県における中小企業の労働事情を的確に把握し、中小企業の適正な労働対

策の樹立並びに時宜を得た中央会労働指導方針の策定に資することを目的とする。 

 

 

２．調査機関 

      岐阜県中小企業団体中央会 

 

 

３．調査時点 

      平成１７年７月１日現在 

 

 

４．調査方法及び調査対象 

      岐阜県中小企業団体中央会の会員組合の中で以下の業種に係る事業協同組合、商工組合等の

組織を通じ、組合員企業へ調査票を配布し、調査を実施した。 

      ＊製造業                                             ＊非製造業 

         食料品製造業              化学工業                   運輸業 

         繊維・同製品製造業        金属・同製品製造業      建設業 

         木材・木製品製造業        機械器具製造業             卸売業 

         出版・印刷・同関連産業    その他の製造業             小売業 

         窯業・土石製品製造業                                 サービス業 

                            情報通信業 

 

５．調査票の回収 

区     分 計 製造業 非製造業 

調査票発送数 

 

回収数（内有効数） 

 

有効回答回収率 

１，３００ 

 

４９２ 

（４６０） 

 ３５．４％ 

７１５ 

 

２５７ 

（２３７） 

 ３３．１％ 

５８５ 

 

２３５ 

（２２３） 

 ３８．１％ 

 

注１：調査対象事業所数の決定は、全国の従業者規模300人未満の事業所数6,110千事業所のうち、

 全国中央会が各県の事業所数に応じて調査数を決定しており、岐阜県内の事業所数は10万以上2

 0万未満であるため、1,300事業所が調査対象先となっている。また、原則として、製造業55%、

 非製造業45%の割合で調査を実施することになっているため、製造業715社、非製造業585社を調

 査対象先として依頼し実施した。 
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Ⅱ．調査結果の主なポイント 

 

●年齢別常用労働者の割合 

 全体では昨年と同様「２５～３４歳」（22.9%）の占める割合が最も多かった。製造

業では「４５～５４歳」（21.8%）、非製造業では「２５～３４歳」(25.8%)の占める割

合が最も多く、非製造業の方に若年層の労働者が占める割合が多い傾向となっている。

また、規模が小さい事業所ほど、６０歳以上の占める割合が高いという結果となった。 

 全国と比較すると、岐阜県の方が３４歳以下の割合で2.6ポイント高く、３５～５９

歳までの割合で4.1ポイント低い結果となっている。 

 

●経営状況 

「悪い」の回答が44.2%で、昨年の48.8%に対し、4.6ポイント減少。また、平成１４

年度より連続して「良い」の回答が増加し、「悪い」の回答が減少しており、着実に経

営状況の改善が見られる。 

また、「良い」の全国平均は11.9%で岐阜県の14.4%と比較すると、岐阜県の方が2.5

ポイント上回り、全国と比べても景況回復が進んでいることが窺える。 

 

●主要事業の今後の方針 

 全体では「強化拡大」の回答が27.0%で、昨年の23.1%に対し3.9ポイント増加してい

る。逆に「縮小・廃止」の回答は8.5%で、昨年の11.5%に対し3ポイント減少している。 

  また、規模が大きい事業所ほど「強化拡大」の割合が多い。（「100～300人の事業所」

68.0%・「1～9人の事業所」16.3%） 

 

●経営上のあい路 

 全体では昨年と同様「販売不振・受注の減少」（50.5%）の占める割合が最も多かっ

た。製造業では「販売不振・受注の減少」（45.1%）、非製造業では「同業他社との競

争激化」（57.7%）の占める割合が高かった。 

 

●自社の経営上の強み 

 全体では昨年と同様に「顧客への納品・サービスの速さ」（31.3%）の占める割合が

最も多かった。製造業では「製品の品質・精度の高さ」（42.0%）、非製造業では「顧

客への納品・サービスの速さ」（32.1%）の占める割合が高く、製造業では製品自体の

品質の高さや技術力、非製造業では顧客に対するサービスの質や機動力の高さを経営上

の強みとしている結果となった。 

 

●労働時間 

 週所定労働時間４０時間を達成している企業の割合は80.5%。昨年と比べ8.6ポイント

増加。全国平均との比較では全国の方が岐阜県よりも4.7ポイント高い結果となってい

る。 

 月平均残業時間については、残業を行わないとする事業所は41.9%で昨年と比べ2.3ポ

イント減少している。月平均の残業時間は９．２２時間で、また、規模の小さい事業所
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ほど残業時間が少ない。 

 

●パートタイム労働者の活用状況 

 １日の所定労働時間は、「５時間以上６時間未満」（34.2%）の占める割合が最も多

い。 

１週間の勤務日数は「５日以上」（58.1%）の占める割合が最も多く、規模の大きい

事業所ほど「５日以上」の占める割合が高い。 

パートタイム労働者を活用する理由については、「人件費が割安」が41.0%で最も多

く、全国平均でも39.1%で最も多い割合を占めており岐阜県と同様の結果となっている。 

 

●継続雇用制度 

 平成１８年４月から段階的に高年齢者確保措置を講ずることが義務づけられたが、そ

の認知状況は71.8%（全国平均は79.5%）。実際に対応している事業所は63.4%（全国平

均は46.4%）で、このうち「希望者全員を対象に６５歳までの継続雇用制度」をすでに

導入している事業所が52.2%。その規模別の特色は、規模の大きい事業所ほど導入して

いる割合が高い。一方、規模の小さい事業所（1～9人）では76.0%が「もともと定年を

定めていない」となっていることが突出した特色である。 

 

●新規学卒者（平成１７年３月卒）の平均初任給 

 高校卒、専門学校卒、短大卒、大学卒の全ての学卒種別において、昨年度に続き、県

内事業所の平均額の方が全国平均額を上回っている。また事務系より技術系の方が平均

初任給について高い傾向となっている。 

 

●新規学卒者採用計画 

 平成１８年３月新規学卒者採用計画がある事業所は25.0%。全国との比較では岐阜県

の方が7.9ポイント高い結果となっている。また、規模の大きい事業所ほど採用計画が

あるとする割合が高い。 

 また、「採用計画がある」については、昨年度（19.3%）と比較すると5.7ポイント上

回っており、新卒採用が拡大する動きとなっている。 

 採用の内訳では、「高校卒」の採用が47.2%で最も多い。（全国平均でも42.6%で最も

多い。）規模の小さい事業所ほど比較的「高校卒」「専門学校卒」の採用割合が高く、

規模の大きい事業所ほど「大学卒」の採用割合が高い結果となっている。 

 

●賃金改定実施状況 

 平成１７年１月１日から平成１７年７月１日までの期間に賃金を引き上げた事業所

は全体の27.2%。直近３年で24.2%→27.0%→27.2%と微増している。全国平均では32.5%

と岐阜県よりも割合が多い。また、規模の大きい事業所ほど賃金を引き上げた事業所の

割合が多い。 

 賃金を引き上げた事業所における昇給率・昇給額は、岐阜県では２年前から増加傾向

にある。（昇給率：0.5%→0.82%→1.29%、昇給額：1,298円→2,159円→3.204円） 

 全国平均と比較すると、全国の方が昇給率については0.1ポイント、昇給額について

は２７２円高い。 
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Ⅲ．調査結果の概要 

 

１．回答事業所の概要について 

(1) 回答事業所数の従業員規模・・・460事業所、常用労働者数13,125人、平均常用労働者

数28人 

今回の調査で、有効回答

のあった460事業所の常用

労働者数は13,125人で、1

事業所当たりの平均常用

労働者は28人（製造業35

人、非製造業21人）となっ

ている。 

従業員規模について見

てみると、全産業では「1

～9人」の事業所が41.3%で最も多く、次いで「10～29人」の事業所が30.4%、「30～99

人」の事業所が22.4%と、99人以下の事業所が全体の9割以上を占めている。 

製造業・非製造業別では、製造業では「1～9人」の事業所が最も多く34.6%、「10～2

9人」「30～99人」の事業所がともに28.7%の順となっている。非製造業では「1～9人」

の事業所が48.4%で最も多く、「10～29人」の事業所が32.3%、「30～99人」の事業所が

15.7%の順となっており、従業員規模が小さいほど全体に占める割合が高くなっている。 

なお、今回の調査結果も、全産業において99人以下の事業所が全体の9割以上を占め

ており、昨年と同様の結果となっている。 

(2) 常用労働者数の男女比・・・男女構成比は７対３ 

常用労働者数は、回答の

あった事業所の労働者数13,

125人のうち男性が8,748

人（66.7%）、女性が4,377

人（33.3%）で、男女比は7

対3となっており、昨年と同

様（男性〔70.0%〕、女性〔3

回答事業所数

41.3

34.6

48.4

40.9

30.4

28.7

32.3

31.5

22.4

28.7

15.7

22.4 5.1

3.6

5.9

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

Ｈ１６全産業

１～９人　 １０～２９人 ３０～９９人 １００～３００人
 

常 用 労 働 者 数 （ 男 女 比 ）

6 6 . 7

6 4 . 7

7 0 . 2

7 0 . 4

7 0 . 0

3 3 . 3

3 5 . 3

2 9 . 8

2 9 . 6

3 0 . 0

0 % 20 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0%

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 国

Ｈ １ ６ 全 産 業

男　　性 女　　性  
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0.0%〕）の回答となった。 

また、全国で有効回答のあった19,328事業所に従事する常用労働者数645,261人のう

ち、男性454,447人（70.4%）、女性190,814人（29.6%）で男女比7対3となっており、岐

阜県と同様の結果が見られる。 

製造業・非製造業別では、製造業に従事する労働者数8,411人のうち、男性5,440人（6

4.7%）、女性2,971人（35.3%）、非製造業に従事する労働者数4,714人のうち、男性3,3

08人（70.2%）、女性1,406人（29.8%）で、全産業とほぼ同様の結果が見られる。 

 

(3) 年齢別常用労働者の割合・・・「２５～３４歳」が２２．９％で最も多い。 

年齢別に常用労働

者数の割合を見てみ

ると、全産業では「25

～34歳」が22.9%で最

も多く、「45～54歳」

が21.1%、「35～44歳」

が20.6%の順となって

いる。製造業について

は「45～54歳」が21.8%

で最も多く、「25～34

歳」が21.2%、「35～4

4歳」が20.6%の順となっている。非製造業については「25～34歳」が25.8%で最も多く、

「35～44歳」が20.6%、「45～54歳」が19.9%の順となっている。 

全国の調査結果と比較すると、岐阜県の方が34歳以下の割合で2.6ポイント高く、35

～59歳までの割合で4.1ポイント低い。 

規模別に見てみると、常用労働者数の少ない事業所では、34歳以下の占める割合が低

く、1～9人の事業所で23.3%となっており、100～300人の事業所の38.9%と比較すると15.

6ポイントの差がある。また常用労働者の少ない事業所では、60歳以上の占める割合が

比較的高く、1～9人の事業所で20.1%となっており、100～300人の事業所の8.1%と比較

すると12.0ポイントの差がある。 

 

年齢別常用労働者の割合

11.5

11.9

10.7

5.0

10.0

11.4

14.2

8.6

22.9

21.2

25.8

18.3

23.4

22.1

24.7

23.2

20.6

20.6

20.6

21.9

21.3

20.6

19.8

21.6

21.1

21.8

19.9

19.0

19.9

21.7

21.5

23.8

14.3

12.1

15.7

12.4

14.8

11.8

13.9

7.0

7.1

6.8

10.7

8.3

6.0

6.0

13.5

6.6 2.8

4.7

9.4

4.0

3.1

3.4

2.1

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業

非製造業

１～９人

１０～２９人

３０～９９人

１００～３００人

全国

２４歳以下 ２５～３４歳 ３５～４４歳 ４５～５４歳 ５５～５９歳

６０～６４歳 ６５歳以上
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 (4) パートタイム労働者の雇用状況・・・全事業所の約６割が雇用 

パートタイム労働者の採用状況を見てみると、全産業では275事業所、59.8%で約６割

の事業所がパートタイム労働者を採用している。昨年の調査においても280事業所（55.

1%）の事業所でパートタイム労働者を雇用しており、同様の結果となっている。 

規模別に見てみると、「100～300人」の事業所でパートタイム労働者の雇用が88.6%、

逆に「1～9人」の事業所では39.3%となっており、規模が大きい事業所ほどパートタイ

ム労働者を雇用している事業所の割合が高い。しかし、パートタイム労働者比率は逆に

規模が小さい事業所ほど高いという結果となっている。 

また、製造業・非製造業別では、製造業が68.8%、非製造業50.2%でパートタイム労働

者を雇用しており、また、パートタイム労働者比率から見ても、非製造業に比べ製造業

での雇用が多いという結果となっている。 

＜パートタイム労働者の雇用状況＞ 
（単位：事業所、％） 

パートタイム労働者比率 

  あ  る 
10%未満 

10～20% 

未満 

20～30% 

未満 

30～50% 

未満 

50～70% 

未満 
70%以上 

なし 

全産業（Ｈ１７） 275(59.8) 89(19.3) 57(12.4) 35(7.6) 47(10.2) 41(8.9) 6(1.3) 185(40.2) 

1～9人 70(39.3) 0(0.0) 16(9.0) 13(7.3) 13(7.3) 22(12.4) 6(3.4) 108(60.7) 

10～29人 94(64.8) 28(19.3) 25(17.2) 9(6.2) 17(11.7) 15(10.3) 0(0.0) 51(35.2) 

30～99人 80(78.4) 41(40.2) 9(8.8) 12(11.8) 15(14.7) 3(2.9) 0(0.0) 22(21.6) 

100～300人 31(88.6) 20(57.1) 7(20.0) 1(2.9) 2(5.7) 1(2.9) 0(0.0) 4(11.4) 

製造業 163(68.8) 60(25.3) 33(13.9) 16(6.8) 29(12.2) 21(8.9) 4(1.7) 74(31.2) 

非製造業 112(50.2) 29(13.0) 24(10.8) 19(8.5) 18(8.1) 20(9.0) 2(0.9) 111(49.8) 

全産業（Ｈ１６） 280(55.1) 84(16.5) 63(12.4) 44(8.7) 52(10.2) 27(5.3) 10(2.0) 228(44.9) 

(5) 労働組合の有無・・・組織率は５．７％と低 

            水準 

  労働組合の有無について見てみると、全産業で

  は5.7%の事業所が労働組合を組織している。規模

  別に見てみると、「100～300人」の事業所が最も

  多く29.6%、次いで「30～99人」の事業所が12.6%

  となっており、小規模事業所ほど組織率は低くな

  っている。また、全国結果を見てみると、組織率

  は8.3%で1割にも満たず、岐阜県と同様の結果と

  なっている。 

＜労働組合の有無＞ 

    単位（％） 

  あ る な し 

全産業 5.7 94.3 

1～9人 0.5 99.5 

10～29人 2.9 97.1 

30～99人 12.6 87.4 

100～300人 29.6 70.4 

製造業 10.1 89.9 

非製造業 0.9 99.1 

全 国 8.3 91.7 
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２．経営状況について 

(1) 経営状況・・・前年より若干ではあるが「良い」が増加しており経営状況が改善傾向 

今年度の岐阜県

における経営状況

について見てみる

と、「悪い」の回答

が44.2%（前年48.

8%）と前年を4.6ポ

イント下回ってい

る。「変わらない」

は41.4%(前年39.

1%)、「良い」が14.

4%(前年12.1%)と前年に比べ増加しており、平成１４年度より連続して「良い」の回答

が増加し「悪い」の回答が減少してきており、経営状況に若干ではあるが、明るい兆し

が見えてきている。 

(2) 主要事業の今後の方針・・「強化拡大」が２７．０％と前年より３．９ポイント増加 

主要事業の今後

の方針について業

種別に見てみると､

「現状維持」が全産

業（63.8%）、製造

業（61.1%）、非製

造業（66.7%）で最

も高い割合となっ

ている。昨年と比較

すると「強化拡大」

は23.1%から27.0%

と3.9ポイント増加し、「現状維持」は0.8ポイント減少している。また、規模別に見て

みると規模が大きくなるほど「強化拡大」の割合が高く、「100～300人」の事業所では

68.0%となっている。 

経営状況

11.9

14.4

12.1

7.7

4.7

5.5

8.1

4.4

44.5

41.4

39.1

30.5

28.5

32.4

37.3

29.3

43.5

44.2

48.8

61.8

66.8

62.1

54.6

66.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全　　国

平成１７年度

平成１６年度

平成１５年度

平成１４年度

平成１３年度

平成１２年度

平成１１年度

良い 変わらない 悪い
 

主要事業の今後の方針

27.0 27.5 26.4
16.3

30.4 31.7

68.0

23.1

63.8 61.1 66.7
71.2

63.0 59.4

32.0

64.6

8.5 10.9 6.0 11.9 7.9 11.5
 

5.9
1.00.70.50.90.40.7 0.8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業 製造業 非製造業 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 H１６全産業

強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他
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(3) 経営上のあい路(３項目内複数回答)・・・「販売不振・受注の減少」が第１位 

経営上のあい路

について見てみる

と、全産業では「販

売不振 ･受注の減

少」との回答が最も

多く50.5%、「同業

他社との競争激化」

が41.8%、「人材不

足（質の不足）」が

27.7%、「原材料・

仕入品の高騰」が25.

9%の順となってお

り、経営状況に明るい兆しが見えてきているものの、厳しい経営環境が調査結果に反映

したものとなっている。 

製造業・非製造業別では、製造業では「販売不振･受注の減少」が45.1%、「原材料・

仕入品の高騰」が35.3%の順に上位を占めているのに対し、非製造業では｢同業他社との

競争激化｣が57.7%、「販売不振･受注の減少」が56.4%の順となっている。 

(4) 経営上の強み(３項目内複数回答)・・・「顧客への納品・サービスの速さ」が第１位 

  経営上の強みにつ

いて見てみると、全産

業では「顧客への納

品・サービスの速さ」

との回答が最も多く3

1.3%、「製品の品質・

精度の高さ」が29.4%、

「生産技術・生産管理

能力」が20.9%の順と

なっている。 

  製造業・非製造業別

経営上のあい路

27.7

5.9

50.5

18.5

5 .7

41.8

25.9

9 .9

0 .9

23.4

45.1

25.5

5 .5

26.8

35.3

20.4

29.8

26.8

0 .4

32.3

5 .0

56.4

10.9

5 .9

57.7

15.9

6.4

15.9

14.1

17.3

7 .7

7 .7

1 .4

5 .0

22.2

4 .0

7 .5

6.2

22.2

13.6

3 .0

6 .8

7 .2

4 .7

4 .3

0 10 20 30 40 50 60 70

人材不足（質の不足）

取引先の海外シフトによる影響

販売不振・受注の減少

製品開発力・販売力の不足

大企業等の進出

同業他社との競争激化

原材料・仕入品の高騰

安価な輸入品の増大

人件費の増大

製品価格（販売価格）の下落

納期・単価等の取引条件の厳しさ

金融・資金繰り難

後継者難

情報化の遅れ

環境規制の強化

(%)

全産業 製造業 非製造業

 

経営上の強み

2 0.5

14 .5

8 .5

12 .0

2 9 .4

6 .0

9 . 0

23 .9

19 .0

3 1 .0

7 .1

15 .0

42 .0

8 . 0

30 .5

7 .1

9 . 3

11 .5

1 1 .9

16 .7

9 . 6

10 .0

10 .0

15 .8

3 . 8

32 .1

7 . 7

14 .4

4 .3

13 .4

30 .1

26 .8
19 .1

20 .7

20 .9

31 .3

7 .4

12 .9

2 . 1

9 . 7

11 .9

6 .2

0

8 .6

8 .6

0 10 20 30 40 50

製品・サービスの独自性

技術・製品の開発力

生産技術・生産管理能力

営業力・マーケティング力

製品・サービスの企画力・提案力

製品の品質・精度の高さ

製品（商品）・サービスの価格競争力

顧客への納品・サービスの速さ

企業・製品のブランド力

工場・店舗の立地条件の良さ

財務体質の強さ・資金調達力

情報の収集・分析力

優秀な仕入先・外注先

商品・サービスの質の高さ

組織の機動力・柔軟性

（％）

全産業 製造業 非製造業
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では、製造業では「製品の品質・精度の高さ」が42.0%で最も多く、「生産技術・生産管

理能力」が31.0%、「顧客への納品・サービスの速さ」が30.5%の順となっている。非製

造業では「顧客への納品・サービスの速さ」が32.1%で最も多く、「商品・サービスの質

の高さ」が30.1%、「組織の機動力・柔軟性」が26.8%の順となっており、製造業は製品

自体の品質の高さや技術力、非製造業は顧客に対するサービスの質や機動力の高さを経

営上の強みとしている結果となった。 

 

３．従業員の労働時間について 

 (1) 週所定労働時間・・・週所定労働時間４０時間達成企業が８０．５％ 

１週間の所定労働時

間について見てみると、

全産業では「40時間」

が45.8%で最も多く、次

いで「38時間超40時間

未満」が26.8%、「40時

間超44時間以下」が19.

5%の順となっている。

昨年「40時間」以下の

事業所割合は71.9%で

あったが、今年は80.5%となっており、40時間達成企業の割合が8.6ポイント増加した。 

また、全国においても岐阜県と同様に「40時間」が47.3%と最も多いが、「40時間」

以下の事業所割合では全国の方が岐阜県よりも4.7ポイント高い結果となっている。 

 (2) 月平均残業時間・・・平均９．２２時間、従業員規模が小さいほど残業が少ない 

従業員1人当たりの月平均残業時間について見てみると、全産業では「0時間(残業な

し)」が41.9%で最も多く、次いで「1～10時間未満」が22.6%、「10～20時間未満」が12.

7%の順となっている。規模別に見てみると、規模の小さい事業所ほど「0時間(残業なし)」

の割合が高く、1～9人の事業所では65.9%と6割強を占めており、100～300人の事業所の

4.3%と比較すると61.6ポイントの差がある。平均残業時間においても1～9人の事業所で

は5.85時間であるのに対し、100～300人の事業所では18.87時間と３倍以上の差となっ

ている。 

週所定労働時間

7.9

5.7

10 .4

11 .9

7 .2

4.0

9.7

7 .1

26.8

28.3

25 .1

16 .9

30.4

36.4

37.0

28.2

23

45.8

52.6

38.4

36.7

50.0

51.5

63.0

47.3

41.8

19 .5

13 .5

26 .1

34.5

12.3

8.1

14.9

28.1

0% 20% 40 % 6 0% 8 0% 100 %

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

10 0～3 00人

全国

H16 全産業

38時間以下 38時間超40時間未満 40時間 40時間超44時間以下  
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また、全国においても、岐阜県と同様に「0時間(残業なし)」が29.8%と最も多いが、

岐阜県の方が12.1ポイント高い結果となっている。 

(3) 年次有給休暇の平均付与日数・・・平均１４．６９日 

  従業員1人当たりの年次有給休暇の平均付与日数について見てみると、全産業では「1

5～20日未満」が44.2%で最も多くなっている。規模別に見てみると、規模の小さい事業

所ほど「10日未満」の割合が高くなっている。また、全国においても、「15～20日未満」

が48.7%で最も多く、岐阜県と同様の結果となっている。平均付与日数においては、全

国（15.12日）の方が岐阜県（14.69日）よりも多い割合となっている。 

 

(4) 年次有給休暇の平均取得日数・・・平均７．１８日 

  従業員1人当たりの年次有給休暇の平均取得日数について見てみると、全産業では「5

 
＜平均残業時間＞ 

     （単位：時間） 
全産業 9.22 

製造業 9.72 

非製造業 8.71 

1～9人 5.85 

10～29人 9.65 

30～99人 12.53 

100～300人 18.87 

全国 10.31 
 

年 次 有 給 休 暇 の 平 均 付 与 日 数

1 1 .8

9 .4

1 4 .6

19 .8

1 1 .7

5 .7

3 .8

9 .3

2 4 .6

2 0 .0

2 9 .8

3 3 .3

1 9 .8

2 0 .5

2 6 .9

2 3 .7

4 4 .2

5 0 .0

3 7 .7

1 8 .8

4 5 .9

6 3 .6

6 5 .4

48 .7

1 8 .4

2 0 .6

1 5 .9

2 7 .1

2 0 .7

1 0 .2

3 .8

1 7 .8

1 .0

0 .4

1 .8

2 .0

0 .9

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 80 % 1 0 0%

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

1 ～ 9 人

1 0～ 2 9 人

3 0～ 9 9 人

1 0 0 ～ 3 0 0 人

全 国

１０日未満 １０～１５日未満 １５～２０日未満 ２０～２５日未満 ２５日以上
 

＜平均付与日数＞ 
     （単位：日） 
全産業 14.69 

製造業 15.29 

非製造業 14.00 

1～9人 13.63 

10～29人 14.90 

30～99人 15.55 

100～300人 14.77 

全国 15.12 
 

月平均残業時間

41.9

41.0

42.9

65.9

32.1

20.4

29.8

44.2

22.6

18.9

26.4

15.1

30.6

26.5

17.4

26.4

25.4

12.7

15.8

9.4

3.9

13.4

22.4

34.8

20.5

15.1

11.8

15.3

8.0

12.7

19.4

26.1

13.1

7.9

10.8

8.6

11.2

10.2

9.6

6.7

4.3

5.0

17.4

13.2

10.1

0 .6

0 .6

0 .2

0 .5

1 .0

0% 20 % 40 % 60 % 80 % 10 0%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

Ｈ１６全産業

０時間 １～１０時間未満 １０～２０時間未満
２０～３０時間未満 ３０～５０時間未満 ５０時間以上  
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～10日未満」が34.0%で最も多くなっている。また、年次有給休暇の付与日数が「10日

以上20日未満」とする割合が68.8%と多かったのに比べ、平均取得日数は「10日未満」

とする事業所の割合が66.7％となっている。 

  また、全国においても、「5～10日未満」が38.3%で最も多く、岐阜県と同様の結果と

なっている。平均取得日数においても、岐阜県（7.18日）は、全国（7.24日）と概ね同

じ結果となっている。 

 

 

(5) 従業員の事情に配慮した労働時間や休暇制度等の実施状況 

                 ・・・各企業において多様な制度が実施されている 

  従業員の事情に配慮した労働時間や休暇制度等の実施状況について見てみると、岐阜

県では「６．時間外労働（残業・休日出勤）の免除」が30.8%で最も多く、次いで「８．

半日休暇の付与」が30.2%、「２．週または月の所定労働時間の短縮」が27.5%の順とな

っている。 

  一方、全国においては、岐阜県と傾向が異なり、「８．半日休暇の付与」が40.8%で

最も多く、次いで「１３．教育訓練・研修休暇の付与」が33.7%、「６．時間外労働（残

業・休日出勤）の免除」が31.0%の順となっている。また、岐阜県・全国ともに「５．

フレックスタイムによる勤務」の実施割合が１割弱であり、フレックスタイム制の導入

率が低い結果となっている。 

有給休暇の平均取得日数

3.7

2.9

4.6

5.2

3.6

3.4

2.4

29.0

20.0

39.1

22.9

34.2

27.3

34.6

26.2

34.0

40.0

27.2

30.2

27.9

42.0

46.2

38.3

24.3

24.1

24.5

27.1

27.0

21.6

11.5

25.3

4.4

5.9

2.6

5.2

3.6

4.5

3.8

6.2

7.1

9.4

1.7

3.8

1.1

3.6

2.0

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

０日 １～５日未満 ５～１０日未満

１０～１５日未満 １５～２０日未満 ２０日以上
 

 
＜平均取得日数＞ 

     （単位：日） 
全産業 7.18 

製造業 8.08 

非製造業 6.16 

1～9人 8.02 

10～29人 6.76 

30～99人 6.90 

100～300人 6.82 

全国 7.24 
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４．パートタイム労働者の活用状況等について 

(1) パートタイム労働者の１日の所定労働時間・・・「５時間以上６時間未満」が多い 

パートタイム労

働者の１日の所定

労働時間を見てみ

ると、全産業では、

「5時間以上6時間

未満」が最も多く34.

2%となっている。ま

た、規模別に見てみ

ると、「1～9人」の

事業所を除いて、

「5時間以上6時間

未満」の割合が最も多くなっている。全国においても「5時間以上6時間未満」が28.6%

で最も多く、岐阜県と同様の結果となっている。 

 

 

＜労働時間や休暇制度等の実施状況＞ 

   （単位：％） 

岐阜県 全国 
  

行っている 行っていない 行っている 行っていない 

１．１日の所定労働時間の短縮 25.8 74.2 28.9 71.1 

２．週または月の所定労働時間の短縮 27.5 72.5 29.2 70.8 

３．週または月の所定労働日数の短縮 26.9 73.1 29.6 70.4 

４．始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ 20.8 79.2 23.1 76.9 

５．フレックスタイムによる勤務 9.1 90.9 8.9 91.1 

６．時間外労働(残業・休日出勤)の免除 30.8 69.2 31.0  69.0  

７．毎週・毎月のノー残業デーの設定 14.6 85.4 13.5 86.5 

８．半日休暇の付与 30.2 69.8 40.8 59.2 

９．有給休暇の計画的付与 24.8 75.2 26.3 73.7 

10．有給休暇の取得勧奨 25.1 74.9 27.5 72.5 

11．子の看護休暇の付与 17.0  83.0  26.1 73.9 

12．家族の介護休暇の付与 19.4 80.6 28.2 71.8 

13．教育訓練・研修休暇の付与 27.3 72.7 33.7 66.3 

 

パートタイム労働者の１日の所定労働時間

5.0

5 .9

11 .3

6 .3

18 .7

17 .5

9 .4

10 .3

10 .3

22 .9

22.0

24 .3

27 .5

20 .0

19.2

30 .4

19 .5

34 .2

37 .7

29 .0

26 .3

40 .0

33 .3

43 .5

28 .6

15 .0

17 .0

12 .1

17 .5

7 .1

20 .5

17 .4

18 .2

7 .9

8 .2

7 .5

10 .6

10 .3

8 .7

15 .0

4 .4

5 .6

5 .9

6 .4

5 .4

3 .4

3 .8

2 .8

2 .4

2 .5

3 .8

4 .9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

２時間未満 ２時間以上３時間未満 ３時間以上４時間未満

４時間以上５時間未満 ５時間以上６時間未満 ６時間以上７時間未満

７時間以上８時間未満 ８時間  
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(2) パートタイム労働者の１週間の勤務日数・・・「５日以上」が第１位        

パートタイム労

働者の１週間の勤

務日数について見

てみると、全産業で

は「5日以上」が58.

1%で最も多くなっ

ている。全国におい

ても「5日以上」が5

7.0%と岐阜県と同

様の結果となって

いる。 

また、規模別に見てみると、規模の大きい事業所ほど「5日以上」の割合が高く、「1

00～300人」の事業所では83.3%と8割を超えており、常用労働者に近い勤務形態として

従事させている事業所が多い。 

(3) パートタイム労働者の継続勤務年数・・・「３年以上」が過半数を占める 

パートタイム労働

者の継続勤務年数に

ついて見てみると、

全産業では「3年以

上」が50.7%で最も多

くなっている。全国

においても「3年以

上」が55.4%で最も多

く岐阜県と同様の結

果となっている。規

模別に見てみると、

全ての事業所において「3年以上」の割合が最も多いが、中でも「1～9人」の事業所が5

6.3%で最も多い結果となっている。 

 

パートタイム労働者の１週間の勤務日数

5.6

5.0

8.2

6.9

10 .2

12.5

3.5

11.5

10.7

30 .3

30.8

29.6

35.0

36.5

23.1

16 .7

29.5

58.1

60.4

54 .6

46.3

56 .5

64.1

83 .3

57.0
2.1

1.3

3.5

1.3

3.0
0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

１日 ２日 ３日 ４日 ５日以上  

パー トタイム労働者の継続勤務年数

5.2

5.1

5 .5

7 .5

6 .9

4 .2

5 .1

7 .8

14 .5

5.0

8 .0

13 .0

7 .6

19 .4

19.0

20.0

20.0

21.8

18.2

12.5

15.0

16.8

19.6

12.7

11.3

20.7

14.3

29.2

16.9

50.7

53.2

47.3

56.3

42.5

53.2

54.2

55.4

1 .3

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

半年未満 半年以上１年未満 １年以上２年未満

２年以上３年未満 ３年以上
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(4) パートタイム労働者の主な仕事・・・「正社員とほぼ同等の仕事」「正社員よりも範

                     囲を限定した仕事」が共に最も多い 

   パートタイム労働者の

主な仕事について見てみ

ると、全産業では、「正

社員とほぼ同等の仕事」

「正社員よりも範囲を限

定した仕事」が共に34.3%

で最も多い割合となって

いる。全国においては「正

社員よりも範囲を限定し

た仕事」が38.5%で最も多

く、次いで「正社員とほぼ同等の仕事」が31.1%となっている。 

 (5) パートタイム労働者の賃金改定・賞与・退職金の有無・・・退職金を支給している事

                            業所は少ない 

   パートタイム労働者の賃金改定（昇給）について業種別に見てみると、「昇給」を行

っている事業所の割合は、製造業の方が非製造業よりも9.3ポイント高い。また、規模

別に見てみると、「30～99人」の事業所が61.0%で最も多い割合となっている。 

   「賞与」を支給している事業所について製造業・非製造業別では、製造業が63.3%で非

製造業よりも22ポイント高い割合となっている。また、規模別に見てみると、「10～29

人」の事業所が59.8%で最も多い割合となっている。「退職金」を支給している事業所

について見てみると、全産業では14.0%となっており、規模別にみても、約8%～16%程度

にとどまっており、「昇給」「賞与の支給」と比較しても低い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

パートタイム労働者の主な仕事

34.3

34.2

34.6

32.5

33.3

37.7

33.3

31.1

29.1

28.0

30.8

33.8

29.9

27.3

16.7

27.6

34.3

35.4

32.7

30.0

35.6

33.8

45.8

38.5 2.7

4.2

1.3

1.1

3.8

1.9

2.5

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

正社員とほぼ同等の仕事 正社員よりも軽易な仕事

正社員よりも範囲を限定した仕事 その他
 

＜パートタイム労働者の賃金改定・賞与・退職金の有無＞ 
（単位：％） 

昇給 賞与 退職金 
  

行っている 行っていない 行っている 行っていない 行っている 行っていない 

全産業 52.3 47.7 54.3 45.7 14.0 86.0 

製造業 56.1 43.9 63.3 36.7 15.2 84.8 

非製造業 46.8 53.2 41.3 58.7 12.1 87.9 

1～9 人 42.5 57.5 45.0 55.0 16.5 83.5 

10～29 人 52.9 47.1 59.8 40.2 12.9 87.1 

30～99 人 61.0 39.0 59.7 40.3 14.3 85.7 

100～300 人 54.2 45.8 47.8 52.2 8.3 91.7 

全国 54.1 45.9 55.1 44.9 13.6 86.4 
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 (6) パートタイム労働者を活用する理由（３項目内複数回答）・・・「人件費が割安」が

                              １位 

   パートタイム労働者を活用する理由について見てみると、全産業では「人件費が割安」

が41.0%で最も多く、次いで「簡単・単純な仕事だから」が31.0%、「１日の忙しい時間

帯に対応する」が26.5%の順となっている。製造業・非製造業別では、製造業、非製造

業共に「人件費が割安」が最も多く、次いで製造業では「簡単・単純な仕事だから」が

34.6%、「１日の忙しい時間帯に対応する」が25.2%の順となっており、非製造業では「１

日の忙しい時間帯に対応する」が28.4%、「簡単・単純な仕事だから」が25.7%の順とな

っており、人件費の節減や雇用調整の対応のため正社員に替えてパートタイム労働者を

雇用する事業所が多いことが窺える。 

 

５．高年齢者の継続雇用について 

(1) 高年齢者雇用確保措置の義務づけの認知状況・・・認知度は７割超 

高年齢者雇用安定法の改正により、平成１８年４月から、年金支給開始年齢に合わせ

て段階的に６５歳までの高年齢者雇用確保措置（定年の引上げ、継続雇用制度の導入、

定年の廃止のいずれかの措置）を講ずることが義務づけられたが、その認知状況につい

パ ー ト タ イ ム 労 働 者 を 活 用 す る 理 由

1 3 .1

1 1 . 3

1 5 . 6

9 . 9

1 5 . 1

1 4 . 3

1 2 . 5

1 5 . 9

1 2 . 6

1 1 . 0

1 2 . 3

1 1 . 6

1 3 . 0

8 .3

1 0 . 1

1 6 . 4

1 7 . 4

1 7 . 3

1 6 . 3

1 6 . 9

1 6 . 7

2 4 . 0

2 6 . 5

2 5 . 2

2 8 .4

2 4 . 7

3 0 . 2

2 0 . 8

3 7 . 5

2 4 . 7

3 1 . 0

3 4 . 6

2 5 . 7

2 9 . 6

3 2 . 6

2 7 . 3

4 1 . 7

3 2 . 4

4 1 . 0

3 7 .1

4 6 . 8

4 4 .4

3 1 . 4

4 5 .5

5 0 . 0

3 9 . 1

1 4 . 9

1 3 . 8

1 6 . 5

1 9 . 8

1 5 . 6

1 2 .3

1 5 . 1

8 . 3

2 1 . 0

8 . 1

7 . 8

1 2 . 5

1 7 . 6

2 3 .1

2 5 . 8

1 9 .3

1 3 . 6

3 4 . 9

2 2 . 1

1 6 . 7

1 7 . 0

4 . 8

9 .1

1 0 . 5

4 . 9

6 . 4

8 . 2

7 . 5

1 1 . 9 1 6 .8

1 1 . 3

8 . 3

1 1 . 6

5 .0

4 . 2

2 .6

4 .7

1 . 2

1 . 8

3 . 8

3 . 0

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

1 ～ 9 人

1 0 ～ 2 9 人

3 0 ～ 9 9 人

1 0 0 ～ 3 0 0 人

全 国

業 務 が 増 加 し た 正 社 員 の 採 用 が 困 難

人 が 集 め や す い 一 時 的 な 繁 忙 に 対 応 す る

１ 日 の 忙 し い 時 間 帯 に 対 応 す る 簡 単 ・ 単 純 な 仕 事 だ か ら

人 件 費 が 割 安 正 社 員 を 減 ら し た い

仕 事 量 の 減 少 時 に お け る 雇 用 調 整 が 容 易 社 員 の 再 雇 用 ・継 続 雇 用 策

そ の 他
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て見てみると、全産業

では、その義務付けに

ついて「知っていた」

事業所が71.8%と7割を

超える結果となった。

全国においても「知っ

ていた」事業所が79.5%

となっており、岐阜県

と同様に高い認知度が

ある結果となっている。

規模別に見てみると、規模の大きい事業所ほど「知っている」割合が高く、100～300人

の事業所では100%となっており、1～9人の事業所の52.9%と比較すると、47.1ポイント

の差がある。 

 (2) 高年齢者雇用確保措置の対応状況・・・６割の事業所で既に対応済 

６５歳までの高年齢

者雇用確保措置につい

ての各事業所の対応状

況について見てみると、

全産業では「すでに対

応済」が63.4%と6割を

超えており、全国と比

較すると、岐阜県の方

が17.0ポイント高い結

果となっている。 

また、規模別に見て

みると、1～9人の事業所で「すでに対応済」の割合が最も高く66.1%となっており、100

～300人の事業所の55.6%と比較すると10.5ポイントの差がある。 

(3) 現在の高年齢者雇用確保措置の対応内容・・・「65歳までの継続雇用制度の導入を

している」事業所が過半数 

高年齢者雇用確保措置の義務づけの認知状況

71.8

77.1

66 .1

52 .9

79 .0

89 .3

100.0

79 .5

28 .2

22 .9

33 .9

47 .1

21 .0

10 .7

20 .5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

知っていた 知らなかった
 

高年齢者雇用確保措置の対応状況

63.4

68.4

58.1

66.1

61.4

63.1

55.6

46.4

36.6

31.6

41.9

33.9

38.6

36.9

44.4

53.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

すでに対応済 これから対応する
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上記(2)において「すでに対応済」と回答した事業所のみに現在の対応内容について

聞いたところ、全産業では「希望者全員を対象に６５歳までの継続雇用制度を導入済」

が52.2%と最も多く、全国（63.0%）と同様の結果となっている。また、規模別に見てみ

ると、規模の大きい事業所ほど「６５歳までの継続雇用制度を導入済」の割合が高く10

0～300人の事業所では100%となっており、1～9人の事業所の16.8%と比較すると、83.2

ポイントの差がある。また、逆に規模の小さい事業所ほど「もともと定年を定めていな

い」の割合が高く、1～9人の事業所では76.0%と7割を超える結果となっている。 

(4) 今後の高年齢者雇用確保措置の対応内容・・・「定年年齢を段階的に引き上げる」

が１位 

上記(2)において「これから対応する」と回答した事業所のみに今後の対応内容につ

いて聞いたところ、全産業では、「定年年齢を段階的に引き上げる」が27.4%で最も多

く、次いで「継続雇用制度を導入し、段階的に上限年齢を引き上げる」が23.2%、「継

続雇用制度を導入し、平成18年4月から上限年齢を65歳にする」が18.3%の順となってい

る。全国を見てみると、岐阜県で２番目に多い「継続雇用制度を導入し、段階的に上限

年齢を引き上げる」が31.5%で最も多く、次いで岐阜県で１番目に多い「定年年齢を段

階的に引き上げる」が24.7%の順となっている。 

＜現在の高年齢者雇用確保措置の対応内容＞        （単位：％） 

  全産業 製造業 非製造業 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 全国 

希望者全員を対

象に６５歳まで

の継続雇用制度

を導入済 

52.2 56.8 46.5 16.8 67.4 89.2 100.0  63.0 

すでに定年年齢

は６５歳以上 
10.0  9.3 10.9 7.2 18.6 6.2 0 12.9 

もともと定年を

定めていない 
37.8 34.0  42.6 76.0  14.0  4.6 0 24.1 

 

今後の高年齢者雇用確保措置の対応内容       （単位：％） 
  全産業 製造業 非製造業 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 全国 

①定年の定めを廃止す

る 
9.1 8.1 10.0  17.7 7.7 0 0 8.2 

②定年年齢を段階的に

引き上げる 
27.4 17.6 35.6 29.0  34.6 15.8 25.0  24.7 

③平成18年4月から定

年年齢を65歳にする 
8.5 8.1 8.9 14.5 5.8 5.3 0 6.4 

④継続雇用制度を導入

し、段階的に上限年齢を

引き上げる 
23.2 29.7 17.8 14.5 25.0  23.7 58.3 31.5 

⑤継続雇用制度を導入

し、平成18年4月から

上限年齢を65歳にする 
18.3 21.6 15.6 14.5 11.5 34.2 16.7 15.0 

⑥現在導入している継

続雇用制度の上限年齢

を段階的に引き上げる 
13.4 14.9 12.2 9.7 15.4 21.1 0 14.1 
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(5)継続雇用制度対象者の基準の有無・・・約７割の事業所が「基準を設ける」 

上記(4)の選択肢④⑤

⑥に回答した事業所の

みに、継続雇用制度を導

入した場合（現在導入し

ている場合も含む）、制

度の対象とする基準の

有無について聞いたと

ころ、全産業では「制度

の対象となる者の基準

を設ける」が68.5%となっており約7割を占める結果となっている。全国を見てみると、

「制度の対象となる者の基準を設ける」が79.1%と約8割を占める高い結果となっている。

また、規模別に見てみると、「制度の対象となる者の基準を設ける」の割合が10～29人

の事業所で81.5%と最も多く、次いで100～300人の事業所が77.8%となっており、全ての

規模別割合において「基準を設けない」との回答を上回る結果となっている。 

 (6)継続雇用制度対象者の具体的な基準（該当項目全て複数回答） 

                ・・・「働く意思・意欲に関する基準」が85.2% 

上記(5)において「継続雇用制度の対象となる者の基準を設ける」と回答した事業所

のみに、その基準の内容について聞いてみたところ、「働く意思・意欲に関する基準」

が85.2%で最も多く、次いで「健康に関する基準」が67.2%、「能力・経験に関する基準」

が57.4%の順となっている。全国では、岐阜県と同様に「働く意思・意欲に関する基準」

が78.3%で最も多いが、２番目には岐阜県で３番目に多かった「能力・経験に関する基

準」が66.3%、３番目には岐阜県で２番目に多かった「健康に関する基準」が65.8%の順

となっている。 

 

 

 

 

 

 

               継続雇用制度対象者の具体的な基準      （単位：％） 
  全産業 製造業 非製造業 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 全国 

働く意思・意欲

に関する基準 
85.2 79.4 92.6 100.0  77.3 80.0  100.0  78.3 

勤務態度に関

する基準 
52.5 61.8 40.7 41.7 50.0  50.0  85.7 49.7 

健康に関する

基準 
67.2 73.5 59.3 66.7 68.2 65.0  71.4 65.8 

能力・経験に

関する基準 
57.4 61.8 51.9 33.3 63.6 60.0  71.4 66.3 

 

継続雇用制度対象者の基準の有無

68.5

70.8

65.9

52.2

81.5

66.7

77.8

79.1

31.5

29.1

34.1

47.8

18.5

33.3

22.2

20.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

制度の対象となる者の基準を設ける 希望者全員を対象とし基準は設けない
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６．新規学卒者の採用について 

(1) 新規学卒者(平成17年3月卒)の平均初任給・・・事務系より技術系が高い傾向 

新規学卒者の初任給について、全国平均との比較では、全ての学卒種別において県内

事業所のほうが全国平均を上回っている。また、大学卒を除いた全てにおいて技術系が

事務系を上回っている。 

全国平均と県内との差は、高校卒技術系が8,988円、高校卒事務系が7,557円、専門学

校卒技術系が3,717円、専門学校卒事務系が5,787円、短大卒技術系が19,898円、短大卒

事務系が6,738円、大学卒技術系が8,369円、大学卒事務系が11,679円となっている。 

対前年比で見ると、「専門学校卒技術系」以外において上昇している。 

  

(2) 新規学卒者(平成17年3月卒)の充足状況・・・全国平均を下回っている 

新規学卒者の充足率について見てみると、岐阜県全体においては全ての学卒別におい

て全国平均を下回っている。 

技術系､事務系別に見てみると、技術系では全ての学卒別において全国平均を下回っ

ており、事務系では専門学校卒を除いて全国平均を下回っている。 

また、昨年の充足率と比較すると、全体では高校卒、短大卒で、昨年より下回ってい

る。技術系においては全ての学卒別において昨年より下回っており、事務系では高校卒、

新規学卒者（平成１７年３月卒）の平均初任給   

岐阜県 
       項目 

平成１７年 平成１６年 

対前年 

上昇額 
全国平均（H17） 

高校卒技術系 162,378円  161,204円  1,174円  153,390円  

高校卒事務系 156,363円  155,243円  1,120円  148,806円  

専門学校卒技術系 167,481円  177,903円  -10,422円  163,764円  

専門学校卒事務系 165,200円  163,857円  1,343円  159,413円  

短大卒技術系 188,526円  168,650円  19,876円  168,628円  

短大卒事務系 169,714円  165,333円  4,381円  162,976円  

大学卒技術系 195,860円  193,678円  2,182円  187,491円  

大学卒事務系 197,356円  193,529円  3,827円  185,677円  

 

学卒種別 
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短大卒で昨年より下回っている。 

 

(3) 平成18年3月新規学卒者採用計画・・・「採用計画あり」とする事業所（25.0%）は全

                     国（17.1%）に比べ高い 

平成18年3月新

規学卒者の採用計

画について見てみ

ると、全産業では

「ない」との回答

が最も多く61.5%

と半数以上を占め、

「ある」との回答

が25.0%となって

いる。 

また、「採用計

画がある」については、昨年度（19.3%）と比較すると5.7ポイント上回っており、新卒

採用が拡大する動きとなっている。 

全国との比較では、「ある」の回答の割合が7.9ポイント高く、「ない」の回答の割

合が4.0ポイント低い。 

規模別に見てみると、規模の大きい事業所ほど「ある」の回答の割合が高く、100～3

00人の事業所では70.4%となっており、1～9人の事業所の7.4%と比較すると63.0ポイン

トの差がある。また、規模の小さい事業所ほど「ない」の回答の割合が高く、1～9人の

事業所では81.6%となっており、100～300人の事業所の11.1%と比較すると70.5ポイント

 新規学卒者（平成１７年３月卒）の充足状況   

全   体 技術系 事務系 

  岐阜県

（H17） 

岐阜県

（H16） 
全国 

岐阜県

（H17） 

岐阜県

（H16） 
全国 

岐阜県

（H17） 

岐阜県

（H16） 
全国 

高校卒 80.9  93.3  90.6  77.7  91.1  89.5  90.2  100.0  94.1  

専門学校卒 85.5  85.2  90.6  84.4  86.7  89.9  100.0  77.8  93.6  

短大卒 82.6  100.0  90.3  85.7  100.0  90.2  77.8  100.0  90.4  

大学卒 85.4  85.3  87.7  81.8  86.0  85.0  88.5  84.0  90.6  

 

平成1８年３月新規学卒者採用計画

25.0 27.0 22.9

7.4
20.7

51.5

70.4

17.1 19.3

61.5 62.4
60.5

81.6
62.1

36.9
11.1

65.5 63.2

13.5 10.5
16.6

11.1
17.1 11.7

18.5 17.4 17.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業 製造業 非製造業 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 全国 H16全産業

あ　る な　い 未　定
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の差がある。 

平成18年3月新

規学卒者の採用

計画が「ある」と

回答した事業所

について、その内

訳について見て

みると、全産業で

は、「高校卒」の

採用が47.2%で最

も多く、次いで「大学卒」の採用が26.4%、「専門学校卒」の採用が20.2%、の順となっ

ている。全国と比較すると、同様の結果となっており「高校卒」の採用が42.6%で最も

多く、次いで「大学卒」の採用が30.3%、「専門学校卒」の採用が17.3%の順となってい

る。製造業・非製造業別では、製造業の方が「高校卒」の採用、「大学卒」の採用の割

合で非製造業を上回っているが、「専門学校卒」の採用、「短大卒（含高専）」の採用

割合では非製造業が製造業を上回っている。規模別に見てみると、規模の小さい事業所

ほど比較的「高校卒」「専門学校卒」の採用の割合が高いが、規模の大きい事業所では

「大学卒」の採用計画の割合が高い結果となっている。 

 

７．賃金の改定について 

(1) 賃金改定実施状況・・・３７．０％の事業所が「今年は実施しない」と回答 

平成17年1月1日から

平成17年7月1日までの

期間における賃金改定

実施状況について見て

みると、岐阜県において

「今年は実施しない（凍

結）」事業所が37.0%と

最も多く、対象事業所の

約4割が凍結の状況とな

「ある」の内訳

47.2 51.0
42.3

55.6
48.8 43.4

50.0
42.6

20.2 15.0 26.9

33.3

24.4

16.9
16.7

17.3

6.2 6.0
6.4 2.4

5.5

26.4 28.0 24.4 24.4
30.1 27.8 30.3

9.89.6

11.1
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全産業 製造業 非製造業 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 全国

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒  

賃金改定実施状況
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4 .7

5 .5
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30 .3
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5 .7
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2 .9

15 .5

3 .1

24 .2

42 .2

2 .6

33 .9

27 .0

25 .1
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27 .2

26 .1
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4 .5
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32 .5
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未定
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っており、昨年と比較すると3.1ポイント増加している。全国を見ると、岐阜県同様「今

年は実施しない（凍結）」事業所が32.8%で最も多くなっているが、岐阜県よりも4.2ポ

イント低い。 

また岐阜県において、「引き上げた」事業所が27.2%となっており、増加傾向にある。

（H16年度比＋0.2%、H15年度比＋3.0%）逆に、「引き下げた」事業所は3.1%となってお

り、減少傾向にある。（H16年度比－2.4%、H15年度比－7.2%） 

規模別に見てみると、

規模の大きい事業所ほ

ど「引き上げた」割合が

高く、100～300人の事業

所では66.7%となってお

り、1～9人の事業所の7.

9%と比較すると58.8ポ

イントの差がある。また、

逆に「今年は実施しな

い」の回答では、規模の

小さい事業所ほど割合が高く、1～9人の事業所では48.4%となっており、100～300人の

事業所の7.4%と比較すると41.0ポイントの差がある。 

(2) 昇給率および昇給額・・・昇給率は１．２９％で前年比より上昇 

平成17年1月1日から平成17年7月1日までの間に賃金の引き上げを行った事業所につ

いて昇給率（昇給額）を見てみると、全産業では1.29%（3,204円）となっており、増加

傾向にある。（昇給率：H16年度比＋0.47%、H15年度比＋0.79%・昇給額：H16年度比＋1,

045円、H15年度比＋1,906円） 

また製造業・非製造業別では、製造業・非製造業とも昇給率（昇給額）は増加傾向に

ある。 

さらに、昇給率、昇給額を全国と比較すると、全国の方が昇給率は0.1ポイント、昇

給額にして全国の方が272円高い。規模別に見てみると、H15・H16年度においては事業

規模が大きい方が昇給率・昇給額が高い傾向を示していたが、今年度は10～29人の事業

所で昇給率・昇給額が最も高い結果となっている。 

賃金改定実施状況（規模別）
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昇給率および昇給額 

  
Ｈ１７昇給率

（％） 

Ｈ１７昇給額

（円） 

H16 昇給率

（％） 

H16 昇給額

（円） 

H15 昇給率

（％） 

H15 昇給額

（円） 

全産業 1.29 3,204 0.82 2,159 0.5 1,298 

製造業 1.40  3,323 1.1 2,745 0.77 1,878 

非製造業 1.07 2,929 0.52 1,434 0.2 545 

1～9 人 0.57 1,450 -0.13 -346 -1.47 -3,925 

10～29 人 1.66 4,336 0.13 345 -1.74 -4,695 

30～99 人 0.96 2,449 0.95 2,460 1.06 2,777 

100～300 人 1.59 3,736 1.47 3,935 1.06 2,688 

全  国 1.39 3,476 0.87 2,160 0.44 1,100 

 


